
学校安全計画の策定及び危険等発生時対処要領の作成について 

 

１．学校安全計画の策定 

学校安全計画は、学校保健安全法により全ての学校において策定し、これを実施す

ることが義務付けられていることから、未策定の学校においては確実に策定するこ

と。その際、学校安全計画の中に、①学校の施設設備の安全点検、②児童生徒等に対

する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全指導、③教職員に関する

研修について盛り込むこと。また、学校安全計画は、毎年度、学校の状況や前年度の

学校安全の取組状況等を踏まえ見直しを行った上で策定されるべきものであり、随

時、見直しを行うこと。 

＜学校安全計画を策定している学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 96.5％ 98.5％ 99.9％ 83.8％ 

＜定期的又は必要に応じて、学校安全計画の見直しを行った学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 92.9％ 97.7％ 96.7％ 75.6％ 

※調査対象校：国公私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

幼稚園、幼保連携型認定こども園 

【参考】学校安全参考資料「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育（平成 22年３月） 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/seikatsu03.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※114ページから 123ページに学校安全計画例を掲載  

学校保健安全法第 27条及び第 29条により、全ての学校において学校安全計

画の策定と危険等発生時対処要領(危機管理マニュアル)の作成が義務付けられ

ています。 

未策定・作成の学校においては、確実に策定・作成するとともに、策定・作

成後も随時見直し行ってださい。 

※学校保健安全法における学校とは、学校教育法第 1条に規定する学校（幼稚園、小

学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び

高等専門学校）を言います。 



２．危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）の作成 

危険等発生時対処要領は、学校保健安全法により全ての学校において、危険等が発生

した際に教職員が円滑かつ的確な対応を図るため作成が義務付けられている。未作成の

学校においては、不審者侵入や自然災害への対応のほか、あらゆる場面における様々な

危機事象を想定し、確実に作成すること。また、学校の教職員に対する周知、訓練の実施

その他の危険等発生時において教職員が適切に対処するために必要な措置を講じ、随時、

見直しを行うこと。 

    なお、危険等発生時対処要領の作成・見直しをする際には、学校が立地する自治体の

地域防災計画や国民保護計画等についても考慮すること。 

  ＜危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）を作成している学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 97.2％ 100.0％ 99.9％ 87.0％ 

   ＜定期的又は必要に応じて、危機管理マニュアルの見直しを行った学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 90.5％ 96.2％ 95.2％ 70.0％ 

※調査対象校：国公私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

幼稚園、幼保連携型認定こども園 

 

【参考】学校の危機管理マニュアル作成の手引（平成 30年２月） 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/aratanakikijisyou

_all.pdf 

学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き（平成 24年３月） 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/saigai02.pdf 

 
 

 



【参考 学校安全計画例（高等学校）】 学校安全参考資料『「生きる力」をはぐくむ学校
での安全教育』（平成22年3月）より抜粋


